
◎東京２３区の中心部に位置し、由緒あ
る寺社、歴史を誇る建造物、江戸時代
の大名屋敷の面影を残す庭園が多くあ
る。森鷗外や夏目漱石、樋口一葉など、
多くの文人のゆかりの地であり、緑豊
かな文化の薫り高いまちとして発展し
てきた。

歴史と文化と緑に育まれた
みんなが主役のまち「文

ふみ

の京
みやこ

」

約22万人

約11km2

区立小学校20校
区立中学校10校

＊（2019 年 5月1日現在）

約1万1,400人

学校数

面積

人口

児童生徒数

電話	 03-3812-7111（代表）
URL	 https://www.city.bunkyo.lg.jp/

＊

　東京都文京区は、東京大学などの
伝統ある大学や国立・私立の初等中
等教育機関が集中する文教地区とし
て知られる。人口は、１９９８年にピー
ク時（約２５万人）の約３分の２にまで
落ち込んだが、現在は２２万人を超え
るまでに回復した。人口動態を見る
と、近年、年少人口（０〜１４歳）が
転入超過の傾向にある。とりわけ５
〜９歳の増加が顕著で、小学校入学
のタイミングで転入する世帯が多い。
都心部に近接しながら、犯罪認知件
数は東京２３区内でも常に下位である
治安のよさや、大学病院が４つあり、
小児医療体制が充実している点など
が、保護者から選ばれる要因になっ
ている。
　そのように子育て世代を引きつけ
る最大の理由は、教育機関の充実と、
それをまちづくりの柱とした教育施
策にあると、成澤廣修区長は語る。
　「本区で初等教育を受けさせようと
する保護者の多くは教育熱心であり、
期待する教育水準も高いと認識して
います。そうした層から『選ばれる
自治体』であり続けるため、小学校
向けの施策を特に充実させています」
　同区では、これからの社会に求め
られるコミュニケーション能力やプ
レゼンテーション能力などの育成に
力を入れており、また、それらの下
支えとなるＩＣＴ環境整備や英語教育
の充実にも取り組んでいる＊１。
　「日頃から教育委員会や学校にお願

いしているのは、『本区の公教育に
よって子どもが成長し、学力を高め
ていると胸を張って言えるよう、指
導の質を高め続けてほしい』という
ことです。本区では、区立小学校卒
業生の約５割が国立・私立中学校に
進学し、中には難易度が高い学校も
含まれます。それらが、教育熱心な家
庭の力だけによるものではないこと
や、区の教育が受験に対応する力だけ
でなく生きる力を育んでいることを、
保護者に伝えたいのです」（成澤区長）
　そうした教育を具現化する施策の
１つが、２０１０年度から行っている
「保幼小中連携推進事業」だ。区内を
９つのブロックに分け、異校種間の
研究会や子ども同士の交流などを実
施。進学時期における学校生活への
スムーズな適応を図り、学習を確実
に積み上げられるようにしている。
いわゆる「小１プロブレム」を未然
に防ぐため、アプローチカリキュラ
ム、スタートカリキュラムを作成し、
すべての園・学校で実施している。
　「保育所・幼稚園では、遊びの中に
も学校教育につながる学びの要素を
組み込んでおり、都内の他地域より
も小学 1年生の学級が落ち着いてい
ます。そうした幼児教育からの積み
重ねが、保護者から選ばれる初等教
育に結びついていると考えています」
（成澤区長）

　保護者の期待に応える施策を行う

＊１　具体的な取り組みは、本誌 2018 年度 Vol.3 特集をご覧ください。　＊２　すべての人が生活に必要だと納得する所有物や経験、消費行動がない状態を指す指標。調査に
よって指標の内容は異なるが、東京都「子供の生活実態調査報告書」（2017 年 3 月）には、「経済的にできない子供のための支出」に「学習塾に通わせる」が挙げられた。

森鷗外
森鷗外記念館所蔵

湯島天満宮
文京区提供

未来社会を見据えた
資質・能力を育む教育で、
「選ばれ続ける」自治体に

子育て世代を引きつける
初等教育を積極的に推進

見えにくい貧困層を支援
子どもの健全な成長を支える

東京都
文京区

第２回

わが
まちの未来

教育施策で導く
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総務省「平成 31 年版地方財政白書」によると、市町村の歳出に占める教育費の平均割合は、政令都市で
は約 20％、それ以外の自治体ではおおむね 11％程度だった。文京区では約 15％を占めており、教育費
の割合が全国的に高いことが分かる。　　　　　　　　　　

歳出合計
1,022億7,600万円

民生費
44.4%

教育費
14.9%

（152億8,600万円）

総務費
12.4%

都市整備費 8.7%

土木費5.2%

衛生費5.1%

■2019年度の文京区の一般会計予算

資源環境費3.5%

区民費3.1%
諸支出金1.4%

その他1.3%

一方で、子どもの健全な成長を支え
るという教育施策の趣旨にそぐわな
い支援には、慎重な姿勢を貫く。例
えば、学童保育の保育時間は１８時３０
分までとし、延長保育や食事の提供は
ニーズが高くても行わず、要望のあ
る区立保育園の２４時間保育も実施し
ていない。
　「保護者には、可能な限り子どもと
一緒に過ごす時間を大切にしてほし
いと考えています。子どもが家庭外
で保育される状況を助長するような
施策よりも、むしろ保護者の働き方
を見直してもらえるような施策を考
えることが先決です」（成澤区長）
　また、低所得の子育て世帯への支
援にも力を入れている。２０１７年度に
は、「こども宅食プロジェクト」をス
タート。区・ＮＰＯ・企業によるコ
ンソーシアム（共同体）を立ち上げ、
低所得の子育て世帯に隔月で米や加
工食品などを無料で届けている。
　さらに、剥奪指標＊２の１つに挙げ
られる「学習塾に通わせる」に着目し、
低所得世帯の中学２・３年生を対象
に、学習塾や通信教育などの学校外
学習の費用を助成している。同区で
は、高校進学のために学習塾に通う
のが一般的であり、家庭の事情で通

塾できない生徒が高校入試で不利に
ならないよう支援する。
　「通常、希望者や対象者が少なけれ
ば、施策化はしづらいものです。本
区では、経済的に困窮している家庭
は他区に比べて少ないのですが、見
落とさずに支援しています。それが、
子どもの不安を取り除き、心身の健
全な成長や、自立した生活を可能に
し、貧困の連鎖を断ち切ることにつ
ながるからです」（成澤区長）

　同区では現在、次期行政計画の策
定と教育振興基本計画の改定に向け、
教育委員会とともに議論を重ねてい
る。その議論におけるキーワードは、
世界が抱える課題を解決するための
国際的な目標である「ＳＤＧｓ」＊３や、
技術革新によって経済発展と社会的
課題解決の両立を目指す「Society 
5.0」＊４だ。
　「世界的に問題になっているマイク
ロプラスチックや食品ロスの削減な
ど、ＳＤＧｓを区政の目標にも取り入
れる予定です。その達成に向けた行
政計画を立てることが、住民のより

よい生活を実現すると考えています。
併せて、Society 5.0 に向けた新技術
を積極的に取り入れて、事業化する
ことが不可欠です。例えば、運転手
の要らない自動運転のタクシーが開
発されれば、バスが通れない路地裏
でも公共交通機関が運行できるよう
になり、高齢者の生活の利便性が高
まると考えています」（成澤区長）
　そうした行政計画の立案に際して
は、現状で実現可能と思われる目標
を掲げ、それに到達する方法を考え
る「フォアキャスティング」ではなく、
未来の目標や想定される社会の有り
様から逆算し、今すべきことを考え
る「バックキャスティング」を採る
べきだと、成澤区長は強調する。
　「ＳＤＧｓを達成する力、Society 5.0
に対応できる力など、未来の社会を
築く資質・能力を教育の場でどのよ
うに育成していくのかを真剣に考え、
ＡＩ研究の先端を行く東京大学とも
連携しながら、そうした力を持つ人
材を輩出したいと考えています。社
会で生きる力を身につけたと感じら
れる教育を提供し、本区を一度出た
としても、この地で子育てをしたい
と戻ってくるような、選ばれ続ける
自治体を目指します」

＊３　Sustainable Development Goals　の略。2015 年に国連が掲げた、持続可能な開発目標のこと。「貧困をなくそう」「飢餓をゼロに」など、17 の目標と 169 のターゲッ
トから成る。　＊４　「狩猟社会」「農耕社会」「工業社会」「情報社会」に続く、人類史上５番目の新しい社会のこと。

図　文京区の教育費の割合、2019年度の子育て・教育に関する主な新規事業

SDGsや Society 5.0の
視点で次期行政計画を策定

区長　成澤廣修 なりさわ・ひろのぶ
文京区本郷出身。明治大学公共政策大学院修了。
修士（公共政策学）。1991 年から文京区議会議
員を４期務めた後、2007 年から現職。2019 年
4 月の区長選挙で４選を果たす。

29教育委員会版　2 0 19  V o l . 2

CMYK  1105714_VIEW21教育委員会版Vol.2_ 

1

校 

2

校 _兵江<P28>　 CMYK  1105714_VIEW21教育委員会版Vol.2_ 

1

校 

2

校 

3

校 

4

校 _兵江<P29>　

■2019年度の子育て・教育に関する
　主な新規事業

保育所待機児童解消緊急対策　　 321,459万円

不登校予防プロジェクト　　　　 　 1,858万円

教育情報ネットワーク環境整備の充実 27,444万円

英語力向上推進事業　　　　　　 7,957万円

部活動指導員の活用による部活動の充実
3,977万円

幼小中学校特別支援教育推進事業　 32,886万円

プレゼンテーション能力育成のための
カリキュラム開発　　　　　　　　　 538万円

文京版スターティング・ストロング・プロジェクト
〜乳幼児期の子育て応援番組の制作〜　 182万円

＊文京区発表資料を基に編集部で作成。




